
一般社団法人 低炭素エネルギー技術事業組合

平成29年度
低炭素機器導入事業
交付申請書 記入例
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表1 提出書類一覧 

提出書類 紙書類 

電子ファイル※ 
（CD-R もしくは DVD-R に保存） 提出対象者 

指定ファイル名 形式 

①交付規程様式第 1 

交付申請書 

押印し

た原本 
①交付申請書.pdf PDF 全申請者 

②交付規程様式第 1 

別紙 1 実施計画書 
写し ②別紙 1 実施計画書.xls(.xlsx) Excel 全申請者 

③交付規程様式第 1 

別紙 2 経費内訳 
写し ③別紙 2 経費内訳.doc(.docx) Word 全申請者 

④見積明細書 写し 

④-1 見積書(○○株式会社).pdf 

④-2 見積書(△△株式会社).pdf 

④-3 見積書(□□株式会社).pdf 

PDF 全申請者 

⑤発注先選定理由書 写し ⑤発注先選定理由書.pdf PDF 全申請者 

⑥導入前・導入後の機器

対照表 
写し ⑥導入機器対照表.pdf PDF 全申請者 

⑦機器の仕様、価格が分

かる資料（カタログ、

メーカー見積等） 

写し ⑦機器仕様、価格根拠資料.pdf PDF 全申請者 

⑧機器の配置がわかる図

面 
写し ⑧機器配置図面.pdf PDF 全申請者 

⑨配管工事図面 写し ⑨配管工事図面.pdf PDF 全申請者 

⑩詳細工事スケジュール 写し ⑩工事スケジュール.pdf PDF 全申請者 

⑪リース・ESCO 契約書 写し 
⑪リース契約書(案).pdf または 

⑪ESCO 契約書(案).pdf 
PDF 

リースや

ESCO 事業を

活用する場合

のみ提出 

⑫受診事業所の業務概要

がわかる資料（パンフ

レット等） 

写し ⑫事業所概要.pdf PDF 

応募申請から

変更がある場

合のみ提出 

⑬定款又は寄付行為 写し ⑬定款又は寄付行為.pdf PDF 

応募申請から

変更がある場

合のみ提出 

⑭直近 2 期分の貸借対照

表及び損益計算書 

 ※地方公共団体の場合

は申請年度の予算書 

写し 
⑭財務諸表.pdf 

※⑭予算書.pdf 
PDF 
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交付申請の手引き p.4交付申請書提出書類

電子ファイルについて

●提出書類ごとにそれぞれ別ファイルで保存

してください。

●ファイル名は指定したファイル名としてく

ださい。

応募申請時から変更がない場合は提出不要

※①及び③は組合ホームページ

（http ://www.lcep.jp/h29/setsubi/koufu.html ）か

らダウンロードし作成してください。

※②については応募申請時に作成した実施計

画書のファイルをコピーして作成してくださ

い。
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①交付規程様式第1交付申請書
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法人又は事業所で書類管理
番号等があれば記入（必須
ではありません）
無い場合は未記入

応募申請時と同様の記載、
押印

別紙2の (8) の金額を記入

消費税免税事業者として
申請する場合は消費税額
を記入
消費税課税事業者は０を
記入

参考資料として添付が必要
な書類は、｢平成29年度低
炭素機器導入事業 交付申
請の手引き｣(4頁)を参照

本申請書に記載の完了予定年
月日を過ぎる場合は、事前に
組合までご相談ください。た
だし、平成30年2月28日を超
えることはできません（交付
規定第11条）。



一般社団法人 低炭素エネルギー技術事業組合

②交付規程様式第1 別紙1 実施計画書
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交付規程 様式第1 別紙1 実施計画書

業務業種区分

H29低炭素機器導入事業 

《プルダウンメニュー》より選択

●応募申請書 様式2 別紙1 実施計画書

●交付規定 様式第1 別紙1 実施計画書

●交付規定 様式第11 別紙1 実施報告書

Å このファイルは応募申請、交付申請、完了実績報告に使用できます。

Å 交付申請では、応募申請時の実施計画書のファイルをコピーし、上記プルダウンメニュ

ーでファイル名を選択し、交付申請の実施計画書とします。

Å 交付申請の実施計画書では、応募申請時より追加・変更箇所のみ記載してください。

《プルダウンメニュー》より選択

●産業

●業務
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E-mail

E-mail

7

tCO260.0

1234567890123

2345678901234

15.0%

─

╩ ↑√ ⁷⁷⁷⁷⁷(⁷⁷⁷⁷⁷⁷⁷⁷⁷⁷⁷⁷⁷⁷⁷⁷⁷)
╩ ⇔≡™╢ (⁷⁷⁷⁷⁷⁷⁷⁷⁷⁷⁷⁷⁷⁷⁷⁷⁷)

27

28

29

②交付規程様式第1 別紙1 実施計画書

4

：入力が必要な

：自動計算セル

法人番号は13桁(半角数字)
国税庁の「法人番号公表サイト※ 」
で検索可能
事業所の法人番号は法人と異なる場
合記入

応募申請時のCO2申
請排出削減量は必達
で変更不可
（算定に際しては十
分ご留意のこと） それぞれの年度の補

助金交付決定通知書
で確認
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28

400

1 10.0 2.5%

2 0.0%

10.0 2.5%

2-1 25.0 6.3% 5,000,000 15 375 13,333

2-2 35.0 8.8% 20,000,000 13 455 43,956

2-3 0.0% 0

2-4 0.0% 0

2-5 0.0% 0

2-6 0.0% 0

2-7 0.0% 0

60.0 15.0% 25,000,000 830 30,120

3-1 10.0 2.5%

3-2 0.0%

3-3 0.0%

3-4 0.0%

3-5 0.0%

10.0 2.5%

60.0 15.0%

No.

②交付規程様式第1 別紙1 別添1

5

基準年度
＝ポテンシャル診断応募
申請時に記載した基準年
度（＝ポテンシャル診断
の前年度）

H29年度の生産増、規
模拡大などによる排出
増加を記載

①CO2削減効果、②補
助対象経費、③法定耐
用年数は、別添2、6、
様式第1別紙2と整合を
とる
②は免税事業者も消費
税別の金額を記入

合計の費用対効果(CO2削
減1トン当たりの事業費)
は10万円以下

電力会社の切替の場合は(参考１)換算係数に
切替前・後の実排出係数を記載

診断結果報告書の対策
個票の対策番号と対策
名と一致
診断結果報告書にない
追加対策も記入可

必達目標で
変更不可
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20.0 kL 2.710 tCO2/kL 54.2

3.4 0.587 2.0

56.2

10.0 t 2.999 tCO2/t 30.0

2.0 0.587 1.2

31.2

2-1

13

CO2
25.0

6.3%

②交付規程様式第1 別紙1 別添2

6

別添1の対策番号と
一致

換算係数は基準年度を
使用

対策を実施する工
程・設備・機器等
の実施前と実施後
の数値を記入

計算過程(特に減量
の推定)がトレース
できるよう詳細に
記載

原則として診断結果報告書で提案
された内容、数値を記入してくだ
さい。異なる場合はその理由と計
算過程を下欄に詳しく記載してく
ださい。
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2-1

②交付規程様式第1 別紙1 別添3

7

特に別添２の削減
量の推定に関連し
た機器の変化が、
導入前と導入後で
分かるように記載

別添1の対策番号
と一致

太陽光発電システム等につい
ては、発電電力の電気事業者
系統への逆潮流防止対策・装
置についての説明も記載して
下さい。補足資料があれば添
付してください。
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②交付規程様式第1 別紙1 別添4

8

リースやESCO事業(シェアードセイビ
ング）契約等を利用する場合の導入機
器の所有者

リースやESCO事業(シェアードセイビ
ング）契約等を利用する場合の導入機
器の使用者

補助金を除外してリース料が設定され
ていることの算出内訳など
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②交付規程様式第1 別紙1 別添5

9

他の補助金との重複で、申請は可、受給は不可！

29 1/2

30

30

補助対象設備、機器に関して、申
請中の補助金があれば全て記載

診断結果報告書の中から、追加対策として実施する対策名と削
減量を記入して下さい。診断結果報告書で提案されていない対
策も認めますが、備考欄に削減量の根拠等を示してください。
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2-1 15

2-2 13

②交付規程様式第1 別紙1 別添6

10

根拠資料

耐用年数の根拠資料を必ず添付のこと！
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ѝ

29 8 1

ѝ

29 8 1

ѝ

29 10 10

ѝ

ה 29 11 20

ѝ

29 12 20

ѝ

30 1 10

②交付規程様式第1 別紙1 別添7

11

契約や発注は交付決定日以降
完了実績報告書の最終期限
平成30年2月28日
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2.62 tCO2/kL 38.2 GJ/kL 0.0187tC/GJ

2.38 tCO2/kL 35.3 GJ/kL 0.0184tC/GJ

2.32 tCO2/kL 34.6 GJ/kL 0.0183tC/GJ

2.24 tCO2/kL 33.6 GJ/kL 0.0182tC/GJ

2.49 tCO2/kL 36.7 GJ/kL 0.0185tC/GJ

2.58 tCO2/kL 37.7 GJ/kL 0.0187tC/GJ

2.71 tCO2/kL 39.1 GJ/kL 0.0189tC/GJ

3.00 tCO2/kL 41.9 GJ/kL 0.0195tC/GJ

3.12 tCO2/t 40.9 GJ/t 0.0208tC/GJ

2.78 tCO2/t 29.9 GJ/t 0.0254tC/GJ

3.00 tCO2/t 50.8 GJ/t 0.0161tC/GJ

2.34 44.9 0.0142tC/GJ

2.70 tCO2/t 54.6 GJ/t 0.0135tC/GJ

2.22 43.5 0.0139tC/GJ

2.61 tCO2/t 29 GJ/t 0.0245tC/GJ

2.33 tCO2/t 25.7 GJ/t 0.0247tC/GJ

2.52 tCO2/t 26.9 GJ/t 0.0255tC/GJ

3.17 tCO2/t 29.4 GJ/t 0.0294tC/GJ

2.86 tCO2/t 37.3 GJ/t 0.0209tC/GJ

0.85 21.1 0.011 tC/GJ

0.33 3.41 0.0263tC/GJ

1.18 8.41 0.0384tC/GJ

2.23 44.8 0.0136tC/GJ

2.22 tCO2/t

0.06 tCO2/GJ

0.057tCO2/GJ

0.057tCO2/GJ

0.057tCO2/GJ

0.587

0.533

0.577

0.522

26

27

28 0.587

0.579

0.551

http://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc

（参考1）換算係数 記入例
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③電気事業者を変更する場合は、

変更直前と変更後の電気事業者名

と実排出係数を記入

●変更直前：基準年度の実排出係数

を記入

●変更後：切替時点の実排出係数※

を記入

②自家発電の場合は装置のメーカ等から

排出係数を確認し記入

①表にない燃料を消費する場合は

エネルギー供給事業者からの燃料名と

排出係数を記入

※電気事業者別排出係数一覧を参照
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総事業費

＝対象経費＋対象外経費

見積明細書の番号と
容易につき合せがで
き、どの部分に該当
するか一目でわかる
ように記載

また金額の整合がと
れているか必ず確認

中小企業は1/2

中小企業以外・ﾘｰｽ･
ESCO事業利用者は

1/3の補助率

③交付規程様式第1 別紙2 経費内訳

応募申請書 様式3経費
内訳の (7) 補助基本額の
金額を記入

金額は原則として消費
税抜きの金額で記入し

てください。ただし、

消費税免税事業者とし
て申請する場合は消費

税込みの金額としてく

ださい。

⌐ ∆╢ │ ẽ⌐♅▼♇◒╩ ╣≡ↄ∞↕™⁹ 

⌐ ∆╢  

6,000,000



一般社団法人 低炭素エネルギー技術事業組合

Ⱡ▼☺כ◖ AB35CD-EF 1 7,500,000  8,000,000
1 100,000  120,000

◦☻♥ⱶ◖fi♩꜡כꜝכ 1 80,000  100,000
Ⱡ▼☺כ◖ ⱳfiⱪ 2 150,000 300,000

1 250,000
♃fi◒ 1 100,000

ⅎ 1 2,000,000

הꜟⱩכ◔ CVT 60sq 100 m 1,891 189,100  2014 7  p.529
ⁿ CV 2sq-3C 20 m 116 2,320  2014 7  p.527
ⁿ CV 5.5sq-4C 20 m 306 6,120  2014 7  p.527
ⁿ CVV 1.25sq-2C 100 m 59.4 5,940  2014 7  p.530
ⁿ CVV 1.25sq-4C 60 m 106 6,360  2014 7  p.530
ⁿ CVV 2sq-4C 60 m 144 8,640  2014 7  p.530
ⁿ CVVS 1.25sq-2C 100 m 125 12,500  2014 7  p.531
ⁿ IV 8sq 100 m 94.3 9,430  2014 7  p.525
הꜟⱩכ◔ ⁷ 7,212  × 0.03

G 70mm 8 4,280 34,240  2014 7  p.556
G 42mm 6 2,090 12,540  2014 7  p.556

≤℮ 63mm 12 m 1,290 15,480  2014 7  p.559
≤℮ 38mm 9 m 583 5,247  2014 7  p.559

Ⱡ▼☺כ◖ 20 21,000 420,000
5 20,400 102,000

ה 12 22,600 271,200
40 22,600 904,000

ꜝⱨ♥꜠כfi◒꜠כfi 35t ╡ 1 ה 67,000 67,000  2014 7  p.791

×ủ
×ỏ
×ợ

⁷

④見積明細書 作成例
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「④見積明細書」の機器型番が「⑥機器対照表」および「⑦導入機器仕様書」
の機器型番と相違ないことを必ず確認してください。

定価が分かるものは定価を記入し、カタログ
等定価が分かるものを添付

一式ではなく、具体的単価に
数量を掛ける

雑材料費は積算実務マニュア
ル等を参考に、材料費に対す
る割合で計算

「○○工事一式」「据付費一
式」は不可。各工事・作業に
要する人工と人件費単価で算
出

直接経費でも、建設物価にあ
るものはそれを参考にする

建設物価の記載ページも明記

必要な経費を積算し、国土交通省監修の公共建築工事共通費
積算基準（土木、建築、機械、電気通信）の諸経費率を参考
とする
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⑤発注先選定理由書 作成例

15

AA12 5 10,000 50,000 5 11000.0 55,000 5 12,000 60,000

1 250,000 1 280,000 1 400,000

1 30,000 1 28,000 1 30,000

330,000 363,000 490,000

1 120,000 1 125,000 1 100,000

1 10,000 1 10,000 1 10,000

1 20,000 1 21,000 1 15,000

150,000 156,000 125,000

480,000 519,000 615,000

1

2

3

4

5

6

7

補助対象経費について最低価格
を提示した見積者を選定



一般社団法人 低炭素エネルギー技術事業組合

⑩詳細工事スケジュール 作成例

16

1

2

3

4

5

6

7

9 10 11 12 H30/1 2

進捗の状況により、遅延報告書（交付規程様式第7）、遂行状況報告書（交付規程
様式第8）の提出が必要になります。


